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笠間市全会計の決算額 

歳入総額 ５５３．５億円   （前年度比 ３．０％） 

歳出総額 ５４２．１億円   （前年度比 ２．８％） 

  

内訳                                

会 計 名  平成２８年度 平成２７年度 比 較 

一般会計 

歳入 ３１６億円 ３０４億円 １２億円 

歳出 ３０７億９千万円 ２９４億７千万円 １３億２千万円 

特別会計 

歳入 ２０２億６千万円 ２０５億２千万円 ▲２億６千万円 

歳出 １９６億２千万円 ２０１億２千万円 ▲５億円 

企業会計 

歳入 ３４億９千万円 ２８億１千万円 ６億８千万円 

歳出 ３８億円 ３１億２千万円 ６億８千万円 

 

笠間市一般会計の収支 

 

 

 

 

 

歳 入 316 億  5４万円 1 年間の収入 

歳 出 307 億 8,897 万円 1 年間の支出 

形式収支   8 億 1,15７万円 「1 年間の収入」―「1 年間の支出」の金額 

繰越財源   １億 3,715 万円 
平成２８年度予定していた事業を繰り越して次年度
に実施するため、その財源を繰り越す額 

実質収支    6 億 7,442 万円 「形式収支」―「繰越財源」 
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 歳 入  ３１６億円５４万円 
               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） ※▲はマイナス  
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歳入 ①決算額 ②前年度決算額 差引（①－②） 対前年度比 

市税 9,146,685 8,950,606 196,079 102.2 ％ 

地方交付税 6,892,644 7,018,603 ▲125,959 98.2 ％ 

国庫支出金 4,459,276 4,061,015 398,261 109.8 ％ 

市債 3,706,011 3,186,828 519,183 116.3 ％ 

譲与税・交付金等 1,910,056 2,115,601 ▲205,545 90.3 ％ 

県支出金 2,171,192 2,080,247 90,945 104.4 ％ 

諸収入 829,956 985,246 ▲155,290 84.2 ％ 

繰越金 931,271 957,322 ▲26,051 97.3 ％ 

その他 1,553,446 1,047,548 505,898 148.3 ％ 

合計 31,600,537 30,403,016 1,197,521 103.9 ％ 

 

 

市税 

28.9% 

地方交付税 

21.8% 

国庫支出金 

14.1% 

市債 

11.7% 

譲与税 

・交付金等 

6.1% 

県支出金 

6.9% 

諸収入 

2.6% 

繰越金 

2.9% 

その他 

5.0％ 
（構成比%） 

自主財源 

39.4％ 

依存財源 

60.6％ 

歳入全体の決算では，前年度決算比，約１２億円（３．９％）の増となりました。市税の固定資産税の増，国

庫支出金の子ども子育て支援整備交付金の増，市債の合併特例債の増などが要因です。一方，地方交付

税や地方消費税交付金が減となりました。 



歳出（性質別） ３０７億８，８９７万円 

 

                        （単位：千円） ※▲はマイナス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費 

17.2% 

扶助費 

19.4% 

物件費 

14.3% 
普通建設 

事業費 

15.9% 

繰出金 

11.6% 

公債費 

10.8% 

補助費等 

7.6% 

積立金 

1.9% 

その他 

1.3% 

歳出 ①決算額 ②前年度決算額 差引（①－②） 対前年度比 

人件費 5,301,113 5,416,160 ▲115,047 97.9 ％ 

扶助費 5,972,508 5,225,910 746,598 114.3 ％ 

物件費 4,413,514 4,383,672 29,842 100.7 ％ 

普通建設事業費 4,881,537 3,607,083 1,274,454 135.3 ％ 

繰出金 3,575,535 3,506,762 68,773 102.0 ％ 

公債費 3,313,527 2,958,161 355,366 112.0 ％ 

補助費等 2,344,355 2,726,843 ▲382,488 86.0 ％ 

積立金 597,997 1,263,338 ▲665,341 47.3 ％ 

災害復旧費 0 70,412 ▲70,412 皆減 ％ 

その他 388,882 313,404 75,478 124.1 ％ 

合計 30,788,968 29,471,745 1,317,223 104.5 ％ 

 

（構成比%） 

義務的経費 

４４．１％ 

その他経費 

３４．４％ 
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歳出全体の決算では，前年度決算比約１３億円（４．５％）の増となりました。扶助費は障害者自立支援

給付，生活保護給付及び民間認定こども園の増，公債費は一部繰上償還などが要因です。一方，積立

金の財政調整基金積立金や補助費のプレミアム付商品券発行などが減となりました。 



歳出（目的別） ３０７億８，８９７万円 

 
 （単位：千円） ※▲はマイナス 

歳出 ①決算額 ②前年度決算額 差引（①－②） 対前年度比 

議会費 263,155 282,314 ▲19,159 93.2 ％ 

総務費 3,929,756 4,036,579 ▲106,823 97.4 ％ 

民生費 11,221,067 10,704,416 516,651 104.8 ％ 

衛生費 2,561,993 2,277,296 284,697 112.5 ％ 

農林水産業費 1,070,978 1,014,245 56,733 105.6 ％ 

商工費 652,701 621,126 31,575 105.1 ％ 

土木費 2,958,780 2,964,972 ▲6,192 99.8 ％ 

消防費 1,347,197 1,464,979 ▲117,782 92.0 ％ 

教育費 3,111,503 2,806,894 304,609 110.9 ％ 

災害復旧費 0 70,412 ▲70,412 皆減 ％ 

公債費 3,313,527 2,958,161 355,366 112.0 ％ 

その他 358,311 270,351 87,960 132.5 ％ 

合計 30,788,968 29,471,745 1,317,223 104.5 ％ 

 

議会費 

0.8% 
総務費 

12.8% 

民生費 

36.4% 

衛生費 

8.3% 

農林水産業費 

3.5% 

商工費 

2.1% 

土木費 

9.6% 

消防費 

4.4% 

教育費 

10.1% 

災害復旧費 

0.0% 

公債費 

10.8% 

諸支出金 

1.2% 
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歳出の目的別決算における，前年度決算比約１３億円（４．５％）の増の要因は，教育費のいなだこ

ども園や笠間公民館及び岩間第一小学校などの整備や改修，総務費の岩間地区，友部地区の地域

交流センター整備，民生費の臨時福祉給付金事業などです。 



 

 

○国民健康保険特別会計 

 

歳入 １０２．１億円（前年度比▲1．7％） 

歳出  ９９．３億円（前年度比▲2．7％） 

 

 国民健康保険の制度を運営するための会計です。主な歳入 

は，保険料，国庫・県からの支出金，一般会計からの繰入金 

等があり，歳出は，保険給付等に必要な経費や保険事業設置 

運営に必要な経費を計上しています。 

 

 

○後期高齢者医療特別会計 

 

歳入   ７．２億円（前年度比＋4．0％） 

歳出   ７．２億円（前年度比＋3．9％） 

 

 後期高齢者医療制度を運営するための会計です。主な歳入 

は，後期高齢者医療保険料や一般会計からの繰入金があり， 

歳出は，後期高齢者医療広域連合会への納付金等を計上して 

います。 

 

○介護保険特別会計 

 

歳入  ６０．２億円（前年度比＋１．９％） 

歳出  ５７．９億円（前年度比▲０．０％） 

 

 介護保険を運営するための会計です。主な歳入は，介護保 

険料，国庫・県からの支出金や一般会計からの繰入金があり， 

歳出は，介護サービス等の保険給付に関する費用を計上して 

います。 

 

○介護サービス事業特別会計 

 

歳入   ０．３億円（前年度比±0．0％） 

歳出   ０．３億円（前年度比±0．0％） 

 

 介護予防サービス計画書（ケアプラン）を作成し，介護予 

防対策強化を図るための会計です。計画作成費が主な歳入で， 

介護予防サービスに関する費用が主な歳出です。 

 

○公共下水道事業特別会計 

 

歳入  ２７．9億円（前年度比▲５．４％） 

歳出  ２６．６億円（前年度比▲６．３％） 

 

 公共下水道事業を運営するための会計です。主な歳入は， 

下水道使用料，国庫・県からの支出金や一般会計からの繰入 

金があり，歳出は，下水道施設の運営管理や，建設に関する 

費用を計上しています。 
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    ○農業集落排水事業特別会計 

 

歳入  ４．８億円（前年度比▲8．2％） 

歳出  ４．８億円（前年度比▲8．8％） 

 

     農業集落排水事業を運営するための会計です。主な歳入は， 

使用料，国庫・県からの支出金や一般会計からの繰入金があ 

り，歳出としては農業集落排水施設の運営管理や建設に関す 

る費用を計上しております。 

 

○岩間駅東土地区画整理事業特別会計 

  

歳入  ０．１億円（前年度比▲46．2％） 

歳出  ０．１億円（前年度比▲46．2％） 

 

     岩間駅東地区の宅地利用増進を図る，区画整理事業を運営 

するための会計です。 

 

 

    ○市立病院事業会計 

 

収益的収入 ７．１億円（前年度比▲1．1％） 

収益的支出 ６．７億円（前年度比＋6．０％） 

資本的収入 ７．４億円（市立病院建設による増） 

資本的支出 ７．２億円（市立病院建設による増） 

 

笠間市立病院を運営するための会計です。外来診療収 

益等によって医療サービス費用をまかなう収益的収支と 

出資金などによって建設費用をまかなう資本的収支に分 

けて会計処理をしています。 

                      

                 

○水道事業会計             

 

収益的収入 １９．２億円（前年度比▲０．９％） 

収益的支出 １７．７億円（前年度比＋１．４％） 

資本的収入   ０．９億円（前年度比▲５．１％） 

資本的支出  ６．２億円（前年度比▲１．３％） 

 

水道事業を運営するための会計です。水道料金によっ 

て水の供給にまかなう収益的収支と出資金などによって 

建設費用をまかなう資本的収支に分けて会計処理をして 

    います。 

                    

○工業用水道事業会計          

                 

収益的収入  ０．3 億円（前年度比▲６．７％） 

収益的支出  ０．２億円（前年度比±０．０％） 

                       

     岩間工業団地へ工業用水を供給する工業用水道事業 

を運営するための会計です。 
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　国の補正予算が平成２８年1月２０日に成立し，笠間市では，平成２７年度から平
成２８年度へ予算を繰り越して事業を実施しました。
　「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等」として，地方公共団体
における地方版総合戦略に基づく取組のレベルアップの加速化を支援する「地方創生
加速化交付金」を活用した事業の実施や，「ＴＰＰ関連政策大綱実現に向けた施策」
として，県の事業が採択されたことによる負担金の支出を行いました。

Ⅱ．国の補正予算に伴う繰越事業

 

 

笠間市・益子町が，陶の里「かさまし

こ」として連携し，ホームページ作成や

笠間・益子を巡るツアーを２回実施し，

「かさましこ」の認知度向上や観光客誘

致を図りました。 

広域観光推進事業 

２，３１２千円   

 

 

高齢化が進む中での東京圏からの移住促

進を含めたまちづくりの一環として，生

涯活躍のまちの構築に向け，基本計画の

策定及び暮らしを支える仕組みづくりの

共同研究等を産学官連携で進めました。 

生涯活躍のまち構想推進事業 

（笠間版ＣＣＲＣ） 

１３，１３２千円 

 

 

平成２８年４月に開校した県立笠間陶芸

大学校の学生やその前身である茨城県窯

業指導所の修了生及び創業者を支援する

ことにより，笠間焼の担い手育成を図り

ました。補助件数１０件 

笠間陶芸大学校学生等後継者 

育成支援事業 

3，049千円 

 

 

就職面接会に２６社の事業所が参加しま

した。また，都心部で開催した，かさま

就職フェアや市内企業紹介ツアーに２４

名の参加があり，首都圏学生の市内企業

への就職支援を図りました。 

雇用対策事業 

１，０３５千円 

【地方創生加速化交付金を活用した事業】 
 地方創生加速化交付金は，一億総活躍社会の実現に向けた緊急対応として創設され

ました。 笠間市においても，この交付金を活用した事業を実施しました。 

 

 

体験事業や交流事業を開催し，笠間市のPR 

及び市内外の方々との交流を促進しました。 

また，「笠間ファン倶楽部通信」を年４回 

発行して，笠間の情報を多くの方に発信し 

ました。 

笠間ファン倶楽部推進事業 

１，５２７千円 

 

 

少子高齢化による人口減少対策として，移住 

体験施設での短期移住や，移住体験ツアー等 

により，笠間市への定住化を促進しました。 
・移住体験施設利用者 28名（うち移住者４名） 

・移住体験モニターツアー 2回実施 

（参加者26名） 

定住化促進事業 

 ４，８１６千円 

新 規 新 規 

新 規 拡 充 

拡 充 
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な
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果
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　地方公共団体の予算は，「会計年度の独立の原則」があるから，その年度の事業は，その
年度の収入で実施することが基本なんだ。
　ただし例外として，市議会で『繰越し』が認められれば，翌年度に繰り越して使うことが
できるんだよ。
　国の補正予算に伴う事業も，平成２７年度の予算だけど，３月の市議会で『繰越し』が議
決されてるから，平成２８年度に実施できたんだ。

 いな吉メモ  『 事業の繰越し 』 

 

 

ＵＪＩターンの促進など人の流れの創出と 

地域経済の活性化に向け，市の出身者など 

東京圏在住者とのつながりの場づくりとい 

った強化策について，産学官連携での取組 

みを進めました。 

笠間・首都圏連携事業 

 （企画政策課分）１０，８９３千円   

【その他国の補正予算に伴う繰越事業】 

【ＴＰＰ関連政策大綱実現に向けた事業】 
 平成２８年２月に，環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定が，日本を含む１

２か国により署名されました。国で定めた「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」には，

経済再生・地方創生に直結させるために必要な政策の目標を掲げており，笠間市に

おいても，大綱実現に向けた事業を実施しました。 

 

 

平成２７年度臨時福祉給付金支給対象者

のうち，平成２８年度中に６５歳以上と

なる方に対して，１人につき３万円を支

給しました。 

年金生活者等支援臨時福祉給付金事業 

（低所得の高齢者向け給付金） 

２2５，３７５千円 

 

 

生産効率を高め競争力のある「攻めの農業」 

を実現するために，担い手への農地集積や， 

農業水利施設等の整備を実施しました。 

農業競争力強化基盤整備事業 

１６，０００千円 

 

 

マイナンバー制度の施行に合わせて，情

報セキュリティ強化を図るため，ネット

ワークを整備しました。 

 

自治体情報セキュリティ強化 

対策事業 

38，872千円 

新 規 

新 規 新 規 

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
 
）
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Ⅲ．主な重要事務事業

　笠間市では，重点的に取り組む事業を選定し，『重要事務事業』として位置づけ
ています。平成２８年度当初予算に計上した事業と，平成２７年度３月補正予算に
『地方創生加速化交付金』を活用した事業として計上したもののうち，９１事業を
重要事務事業としました。
　その中で，重点課題である「住む」質の向上につながる人・街・モノ（産業）づ
くり ～「交流と連携」の重点化～「交流と連携による人が活躍する環境の構築」，
「交流する場と連携する仕組みの確立」，「交流と連携の促進による産業の活性
化」の３つの区分ごとに，主な重要事務事業を紹介します。

  【交流と連携による人が活躍する環境の構築】 

 教育を含めた少子化対策をはじめ，生涯をとおして活躍するための健康づくりと

いった，ライフステージ，ライフスタイルに応じた支援策を推進します。また，郷

土に誇りをもつことができるよう笠間を知り，発信する取り組みの強化と笠間の暮

らしを実感できる取り組みを推進しました。 

 

 

ティームティーチングによる，児童生徒

の実態に応じたきめ細かな指導を行い，

学力向上を支援するため，全小中学校に

授業支援講師を配置しました。 

学力向上支援事業 

４４，６６８千円 

 

 

学校現場における児童生徒のいじめ，不

登校，暴力行為といった問題行動等，多

様な課題に対応するため，全小中学校に

スクールソーシャルワーカーを派遣しま

した。 

スクールソーシャルワーカー 

配置事業 

４，９７６千円 

 

 

英語教育の推進のため，英語指導助手の 

全小中学校配置や，夏季英語研修，英語 

検定受験料の一部助成を実施し，小中学 

生の英語教育環境の充実を図りました。 

英語教育強化推進事業 

４０，７０１千円 

 

 

学力向上と学習意欲の高揚を図るため， 

土曜日に，市内の小学５・６年生を対象 

とした, 学びの機会を提供しました。また， 

夏休みは特別講座を実施しました。 

 

寺子屋事業 

5，970千円   

新 規 

ひと 

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
 
）
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子育て家庭の親子が，気軽に集い交流が

図れるよう「地域子育て支援センター」

の運営を行いました。また，今年度より

「みつばち」の開所日を週３日から週５

日に拡充しました。 

地域子育て支援センター事業 

７，６５４千円   

 

 

妊娠期から子育て期の様々なニーズに対

応するため，子育て世代包括支援セン

ター「みらい」において，本年度より助

産師を配置し，産前・産後のケアの充実

を図りました。 

産前・産後ケア事業 

２，７１2千円 

 

 

定住化対策の一環として，「地域おこし 

協力隊」制度を活用し，都市圏から本市 

への移住希望者を受入れ，協力隊員によ 

る地域活性化事業を実施しました。 

・H28 活動隊員 4名 

地域おこし協力隊事業 

 １４，２２６千円   

 

 

平成２８年４月より，教育・保育を一体 

的に行う機能を持つ「かさまこども園」 

の運営を行いました。 

・利用定員210名 

かさまこども園運営事業 

７５，５７４千円   

【交流と連携による人が活躍する環境の構築】 

 

 

不妊治療を受けている夫婦に経済的負担

の軽減を図ることを目的に，治療費の助

成を行いました。 

 補助実績 75件 

 

特定不妊治療費補助事業 

６，７４1千円 

 

 

隣接する城里町や栃木県益子町，茂木町 

との広域連携により，男女の出会いを創 

出するため，婚活セミナーや出会いイベ 

ントの開催，婚活サポーターの養成・研 

修講座などを実施しました。 

 

出会い創出支援事業（地域少子化対策） 

１，517千円 

 

 

生活困窮者の自立を支援するため，相談

支援員や就労支援員等による情報提供，

助言を行いました。また，離職等により

住宅を失った生活困窮者に対し，家賃相

当の給付金を支給しました。 

生活困窮者自立支援事業 

１７，１５９千円 

新 規 

拡 充 拡 充 

拡 充 

かさまこども園  

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
 
）
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農地中間管理機構を通じ，農業をやめる

方や経営規模を縮小したい方から農地を

借り，地域の担い手につなぐことで，農

地の集積・集約化を図りました。 

農地集積協力事業 

４０，２４２千円 

 

 

稲田地区幼保連携型認定こども園の建設 

工事が完了し，笠間市立いなだこども園 

として，平成29年4月１日より開園しま 

した。  

・利用定員123名 

認定こども園建設事業 

（稲田地区） 

６５２，７４２千円  

 

 

観光拠点である笠間稲荷周辺の賑わいを 

創出するため，旧井筒屋本館の耐震補強 

・改修工事に着手するとともに，笠間稲 

荷門前通り道路景観整備を実施しました。 

・景観に配慮した道路整備 123ｍ 

笠間稲荷周辺まちづくり整備事業 

８１，１１４千円 

  【交流する場と連携する仕組みの確立】 

 既存ストックの活用を最大限に図りながら，市内外の双方において、交流や活動

を活性化する拠点の形成と人口減少，高齢化社会に対応したコミュニティづくりと

いった場の構築を推進しました。 

 

 

空家の利活用及び住環境の保全を図るた

め，空家等対策計画の策定や空家情報の

データベース化を構築しました。 

空家対策推進事業 

１２，２７０千円 

加速化交付金分  ７，７９７千円 

 

 

笠間市の魅力を市内外に広く伝えるため， 

広報紙発行や市内の観光，地場産業など 

を紹介する動画を作成・配信しました。 

本年度は，外国人向け動画も作成し，新た 

な集客を図りました。 

広報推進事業 

１５，６６７千円 

旧井筒屋本館  

拡 充 

拡 充 

拡 充 

新 規 

拡 充 
加速化 

交付金 

まち 

いなだこども園  

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
 
）
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年々増加している耕作放棄地を解消する

ため，農地として活用する取り組みを行

う方に対し，助成を行いました。 

 

遊休農地活用緊急対策事業 

２，４４８千円  

 

 

水戸市を中心とした圏域の市町村が，お互

いに役割を分担しながら，定住に必要な医

療や福祉，交通などの生活機能の確保・充

実を図り，連携・協力をして圏域の活性化

に取り組むため，「茨城県央地域定住自立

圏共生ビジョン」を策定しました。 

県央地域定住自立圏構想推進事業 

－千円   

【交流する場と連携する仕組みの確立】 

 

 

公共交通空白地域の解消と交通弱者の日常 

生活の移動手段の確保，高齢者の外出支援 

を目的に，土曜日本格運行を含め，デマン 

ドタクシーを運行しました。 
・利用者数 １日平均198.7名 

   年間延べ  57,635名 

デマンドタクシーかさま運行事業 

58，930千円  

 

 

笠間城跡周辺ついて，地形図作成のため 

の航空レーザ測量や天守曲輪中段石垣の 

測量調査，古文書調査を実施しました。 

また，市内の歴史 ・文化財・史跡を題材 

とした歴史フォーラムを開催しました。 

 

 

笠間城跡保存整備調査事業 

１５，４３０千円  

 

 

平成２９年１２月開館に向け，「地域交 

流センターいわま」の建設工事を実施し 

ました。 

 

 

笠間市地域交流センターいわま 

建設事業 

２２８，０９６千円  

 

 

「地域交流センターともべ」が平成２９ 

年１月に開館し，指定管理制度を活用し 

て，運営を開始しました。 

 

 

笠間市地域交流センターともべ 

建設・運営事業 

５０３，５９４千円  

笠間城跡  

拡 充 

拡 充 

拡 充 

新 規 

新 規 

完成予想図  

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
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準備・運営組織による茨城国体成功に向けた取り組みを進めていく。

 

 

平成28年6月より「いばらき消防指令セ

ンター」が稼働し，広域かつ迅速な対応

や大規模災害に強い体制の構築のため，

県内３４市町共同で運用をしています。 

 

いばらき消防救急無線・指令 

センター運営事業 

21，47１千円  

      

 

 

放課後児童クラブの待機児童に対応する

ため，笠間小学校と北川根小学校児童ク

ラブの建設工事，友部第二小学校児童ク

ラブの実施設計を行いました。 

 

児童クラブ整備事業 

２１１，０２９千円 

 

 

市道（友）1175号線・1195号線（南

友部）の拡幅や市道（友）1級6号線

（美原）の浸水対策工事を行いました。 

 

友部駅周辺道路整備事業 

９８，０７５千円 

 

 

新規就農者や認定農業者への，長期研修

や機械及び施設更新整備の支援などによ

り，地域農業の担い手育成・定着を推進

しました。 

担い手対策強化促進事業 

５，６９８千円  

  【交流と連携の促進による産業の活性化】 

 国内外の双方を意識した情報発信力の強化や販路拡大を進めます。また，本市の

地域資源や環境を生かした産業の支援策，地域づくりにもつながる小規模事業所，

店舗等の活動支援策を推進しました。 

【重点課題以外の重要事務事業】 

 

 

岩間駅西側の主要道路である「県道水戸

岩間線」を整備し，歩行者の安全確保及

び景観形成を図りました。 

道路改良工事 70ｍ 歩道石張工事 260㎡  

ポケットパーク整備  200㎡ 

県道水戸岩間線歩行者空間 

整備事業 

８０，８９３千円 

拡 充 

拡 充 拡 充 

新 規 

 

 

６市（笠間市外５市）で構成するジオ

パークの効果的な推進に向け，マーケ

ティング及び市内ジオサイトのガイド手

法等の検討を実施しました。 

 

筑波山地域ジオパーク 

推進事業 

                       ２，１５７千円 

         加速化交付金分  ５，０００千円 

拡 充 
加速化 

交付金 

 

 

市内で生産される農産物，加工品のブラ

ンド化や，地産地消に取り組むことによ

り，農産物の知名度向上及び地域農業の

競争力強化を図りました。 

・「かさま新栗まつり」の開催 

地場農産物振興拡大事業 

（6次産業化・アグリビジネス・地産地消） 

８，５９２千円  

 

 

笠間焼の販路拡大を図るためのパンフ

レット作成や笠間焼協同組合が主催した

笠間の陶炎祭でのＰＲ活動等を支援しま

した。 

 

地場産業振興拡大事業（笠間焼振興） 

４，３２９千円  

もの 

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
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準備・運営組織による茨城国体成功に向けた取り組みを進めていく。

 

 

学校環境の向上を図るため，市内全小学

校にエアコンを設置します。本年度は平

成２９年度設置に向け，実施設計を行い

ました。 

小学校校舎エアコン設置事業 

１３，３９２千円  

 

 

平成３１年開催の茨城国体に向け，準備

実行委員会を組織・運営し，笠間市で行

う軟式野球，ゴルフ，クレー射撃，合気

道の成功に向けた準備を行いました。 

 

茨城国体推進事業 

１，６８３千円  

 

 

市民の方々が安心・安全に暮らせるよう，

まちなかでの犯罪抑止を目的として，防

犯カメラを設置しました。 

・市内22ヵ所に2台ずつ合計44台設置 

 

まちなか犯罪抑止事業 

２，１１５千円   

 

 

昭和５７年の建築後，約３４年が経過す 

る笠間公民館施設の改修工事をＨ28年 

度・Ｈ29年度の継続事業で実施してい 

ます。 

 

笠間公民館リニューアル事業 

２３８，４５８千円  

 

 

市民の利便性向上を図るため，マイナン

バーカードを活用した，全国のコンビニ

エンスストアにおける，住民票の写し等

各種証明書の交付サービスを開始しまし

た。 

各種証明書コンビニ交付事業 

７，６７１千円   

 

 

人口減少時代の中で，本市の目指す将来

像を「文化交流都市笠間～未来への挑戦

～」とした，今後１０年間のまちづくり

のビジョンを定めた「第2次総合計画」

を策定しました。 

第２次総合計画策定事業 

１４，３３５千円   

 

 

２１世紀を担う子ども達に，本市の重要な 

産業である陶芸を通して，創意工夫・自由 

な創造力を発揮できる場を提供することを 

目的として，全国こども陶芸展を開催しま 

した。 

全国こども陶芸展推進事業 

６，３２２千円  

 

 

市内の一般廃棄物（ごみ・し尿）の適正

な処理を確保し，今後の処理体制等の基

本方針を定める「一般廃棄物処理基本計

画」をH28年度・H29年度の2カ年で策

定しています。 

一般廃棄物処理基本計画策定事業 

６，８００千円   

【重点課題以外の重要事務事業】 

笠間公民館  

拡 充 新 規 

新 規 拡 充 

拡 充 

新 規 

か
 
さ
 
ま
 
の
 
決
 
算
 
状
 
況
 
（
 
主
 
な
 
事
 
業
 
の
 
成
 
果
 
）
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（１）収入と支出（普通会計） 
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H１９ H２０ H２１ H２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ H２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

歳入 

歳出 

年度 

億円 

定額給付金事業や地域活性化、臨時福祉給付金等、災

害復旧等の事業を除くと・・・ 
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（３）市税 
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実質収支  ＝ 形式収支 － 翌年度に繰り越すべき財源 

単年度収支 ＝ 当該年度の実質収支 － 前年度の実質収支 

実質単年度収支 ＝ 単年度収支 ＋ 財政調整基金積立金 ＋ 地方債繰上償還額 

－ 財政調整基金取り崩し額 

94.4 96.0 92.8 91.2 88.5 92.2 90.5 89.5 90.8 89.5 



（４）市税の収納率と未収入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）地方交付税 
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億円 ％ 
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（６）経常一般財源等・経常収支比率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦人件費・扶助費・公債費 

  

 

 

経常一般財源は、毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自

由に使用できる収入のことで、普通税、地方譲与税、普通交付税、各種交付金等の合計です。 

 経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費など経常的に支出する経費に、地方税や地方交

付税、地方譲与税など一般財源がどの程度充当されているかを見るものです。 

（７）義務的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出が法令などで義務付けられ、任意に縮減できない性質の経費を義務的経費といいます。一

般的には人件費、扶助費、公債費などで、これらの経費の割合が増えると、自由に使える財源

が減り、財政の硬直化が進むといわれています。 
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億円 

年度 

億円 

年度 

％ 



（８）投資的経費 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費とは、その経費の支出効果が単年度や短期的に終わらず、固定的な資本の形成に向

けられるもので、道路、橋りょう、公園、学校の建設等、社会資本の整備に要する経費です。

普通建設事業費、災害復旧事業費で構成されています。 

（９）市債の状況 
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56.2 

34.6 

40.4 

48.8 

36.8 0.4 
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（１０）基金の状況 

 

 

 

基金名（一般会計） 基金残高  基金名（一般会計） 基金残高 

財政調整基金 7,569,453   観光振興基金 1,925  

  減債基金 2,000,961   ふるさと創生基金 243,278  

庁舎建設基金 115,788   消防団ほう賞基金 3,478  

国際交流基金 10,823   元気かさま応援基金 19,661  

友部駅橋上化及び自由通路整備基金 190,014   まちづくり振興基金 1,723,490  

福祉更生基金 15,215   東日本大震災復旧支援金に関する基金 0  

地域福祉基金 790,901   復興まちづくり基金 18,351  

高齢者保健福祉基金 133,761   市街地活性化基金 221,022  

岩間地区福祉振興基金 34,666   企業立地促進基金 901,115  

みどりの基金 92,761   一般会計分 計 14,904,546  

  地球温暖化防止等事業基金 208,558  

  

 土地開発基金 1,481,960  

 福田地区地域振興整備基金 568,299   基金名（特別会計） 基金残高 

農業活性化対策推進基金 0   国保会計財政調整基金 1,395 

教育振興基金 0   介護給付費準備基金 476,955 

義務教育施設整備基金 24,235  

  

 公共下水道事業基金 205,679 

 生涯学習振興基金 1,670   農業集落排水事業市債償還基金 26,470 

大原小学校教育振興基金 0   特別会計分 計 710,499 

文化財保護基金 1  

  

   

笠間駅北区画整理整備基金 15,120  

  

 基金残高 合計 17,097,005 
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基金一覧（平成 2８年度末） 単位：千円 

年度 

百万円 



 

 

  

①経常収支比率  

 経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費などの毎年かかる費用（経常的経費）を、市税

などの毎年決まって入ってくる収入（経常的収入）で割った数値です。これは財政の柔軟性を

あらわすものであり、比率が高いほど財政構造が硬直化しているといわれています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②財政力指数 

 財政力指数とは、地方公共団体の財政力を表す指標であり、普通交付税の算定に用いる基準

財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値で、通常３年度間の平均値が用いられます。指

数が高いほど財源に余裕があるとされており、１を超えると普通交付税が交付されない、不交

付団体となります。 
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県内市（人口５～１０万人）との比較 
※ 県内市との比較については、 

 各市の決算カードの数値を参考 

に作成しています 



③市民一人あたりの地方債残高（平成 2８年度末） 

道路整備や学校の建設など、ある年度にたくさんのお金が必要な場合に、将来にわたり返済

することを約束して、地方公共団体が借入れた借入金で、その返済が一会計年度を越えるもの

を「地方債」といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④市民一人あたりの基金残高（平成 2８年度末） 

基金とは、条例により定められた、特定の目的に使う資金、又は定額の資金を運用するため

に設けられているものです。家計に例えると貯金のようなものです。 
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千円 

千円 



  歳出市民１人あたりの使い道（一般会計） 

 

 

 

人口は平成 2８年度末の住民基本台帳人口 ７７，２７１人で計算しています。 

※（ ）内はＨ27 年度とＨ28年度との比較（Ｈ27 年度は、年度末人口 77,815 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

民生費 
145,217円 

（＋7,655円） 

 

総務費 
50,857円 

（▲1,017円） 

 

土木費 
38,291円 

（＋188円） 

衛生費 
33,156円 

（＋3,890円） 

 

教育費 
40,267円 

（＋4,196円） 

公債費 
42,882円 

（＋4,867円） 

 

農林水産業費 
13,860円 

（＋826円） 

 

商工費 
8,447円 

（＋465円） 

 

消防費 
17,435円 

（▲1,392円） 

 

その他 
（議会費・諸支出金・災害復旧費） 

8,042円 

（＋35円） 
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）」では、「早期

健全化」と「財政再生」の２段階の基準で財政悪化をチェックするとともに、特別会計等も合

わせた連結決算により、地方公共団体の財政状況をより明らかにしています。 

 平成２８年度決算における財政健全化法による４つの指標とは以下のとおりです。なお、笠

間市の財政状況において、すべての比率で基準を下回っています。 

 

   
早期健全化基準 

(イエローカード) 
  

財政再生基準 

(レッドカード) 

前年度の 

比率 

対前年度 

比較 

          

実質赤字比率 笠間市 －%      －％ － 

(0％) (12.57％) (20％)    

連結実質赤字比率 笠間市 －%      －％ － 

(0％)  (17.57％) (30％)   

実質公債費比率 笠間市 8.8%      9.2％ ▲0.4 

(0％)    (25％) (35％)   

将来負担比率 笠間市      22.8% ▲2.9 

(0％)     (350％)   

 

財政の健全度を判断するには、以下の４つの指標で判断します。 

 

（１）実質赤字比率 

普通会計 （一般会計）の赤字の程度を指標化し、財政経営の悪化の度合いを示すもので

す。 

（２）連結実質赤字比率 

全会計 (一般会計＋特別会計等）の赤字や黒字を合算し、笠間市全体としての財政経営の

悪化の度合いを示すものです。 

 特別会計等とは、国民健康保険、介護保険、公共下水道事業、岩間駅東土地区画整理事

業、病院事業、水道事業など。 

（３）実質公債費比率（３ヵ年平均） 

 借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、借入金の返済によ

る財政負担の程度を示すものです。（全会計＋笠間地方広域事務組合などの一部事務組合等

が対象） 

（４）将来負担比率 

 一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化

し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すものです。(全会計＋一部事務組合＋第三セ

クター等が対象) 

 

平成２８年度決算における財政健全化判断比率 
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19.9％ 
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